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１ 全国における刑法犯認知件数の推移

戦後の混乱期を除き、昭和 48 年に 120 万件を割り込み底となって以降、多少の起伏を示しな

がら増加を続け、平成 14 年に 285 万件超と戦後最多を記録した。

平成 15 年は前年に比べ 2.2 ％減少し、平成 16 年には前年に比べ 8.1 ％減少しており、平成

17 年も 226 万 9,293 件と、前年に比べ 29 万 3,474 件（ 11.5 ％）の減少と３年連続して減少して

いる。

福岡県の犯罪情勢

全国の情勢（平成 17 年）
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２ 主要都道府県における刑法犯犯罪率と認知件数の推移

刑法犯犯罪率（人口千人当たりの認知件数）は、いずれの都道府県も平成 13 年から 15 年の

間に戦後最高を記録し、以後減少傾向にある。

福岡県は、平成５年から 12 年までの間は連続して全国ワースト１位であり、平成 13 年と 14 年

は同２位、平成 14 年と 15 年は同３位、平成 16 年は同４位と次第に順位を下げているものの、

未だ全国水準を大きく上回っている現状にある。
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１ 刑法犯認知件数と検挙率の推移

本県の刑法犯認知件数は、昭和 40 年代､ 50 年代は５～６万件で推移していたが、昭和 55 年

から増加に転じ、平成になって以降､加速度的に増加し、平成 14 年には過去最悪の 16 万８千件

超に達した。なお、平成 15 年からは順次減少傾向にある。

一方、検挙率は､昭和 63 年に 50 ％を割り込んで以降、平成 12 年から 14 年は 10 ％台と激減

した。平成 14 年からは上向きに転じたものの、依然として 50 ％を大きく下回っている。

福岡県の情勢（平成 17 年）
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○ 全国及び福岡県の過去１０年間における刑法犯認知・検挙状況

２ 街頭犯罪等認知件数全国順位（平成１７年）

※ 街頭犯罪等（街頭犯罪及び侵入犯罪）
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（平成１７年）
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３ 街頭犯罪等認知件数の推移
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４ 市町村別の犯罪情勢（平成１７年） ※ 順位は人口千人当たりのもの
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１ 高水準にある刑法犯少年

○ 平成 17 年中に刑法犯で検挙補導された少年は、東京、大阪、神奈川に次いで全国第４位

（前年と比べて 1,685 人（ 15.8 ％）減少）

○ 県内の非行者率は、常に全国平均を上回り、平成 15 年から３年連続でワースト第１位

※ 刑法犯少年（ひったくり、傷害等刑法に規定する罪を犯し検挙補導された少年）

※ 非行者率（ 10 歳～ 19 歳までの少年人口 1,000 人当たりに占める刑法犯少年の割合）

（平成 17 年） （平成 17 年）

少年非行の情勢
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○ 平成 17 年中の成人を含めた刑法犯検挙補導人員 22,391 人のうち、少年は 8,979 人で、

全体の約４割（ 40.1 ％）を占める。

２ 少年犯罪の低年齢化

○ 年齢別の検挙補導状況は、 15 歳が 1,737 人で全体の 19.3 ％を占め、最も多い。 13 歳か

ら急増。

（平成 17 年）
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○ 平成 17 年中の学識別の検挙補導状況は、中学生が 3,666 人で全体の 40.8 ％を占め最

も多く、 次いで高校生の 2,690 人（ 30.0 ％）、無職少年の 983 人（ 10.9 ％）の順となってい

る。

○ 逮捕人員は減少傾向にあるものの、 10 年前の約 1.6 倍、うち児童生徒は約 2.8 倍となっ

ている。中学生の逮捕人員は 42 人（ 44.7 ％）増加。
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３ 街頭犯罪等の約７割が少年

街頭における犯罪等で検挙補導された少年は 2,051 人で、 成人を含めた全検挙補導人員

（ 2,939 人）の 69.8 ％を占めている。

（平成 17 年）

４ 少年への薬物汚染が依然として深刻

○ シンナー等の乱用で検挙補導された少年は、平成 12 年から６年連続で全国第１位

（ 451 人…前年に比べ 174 人減少）

○ 覚せい剤の乱用で検挙補導された少年は全国第３位

（ 37 人…前年に比べ４人増加）

※ 特別法犯少年（刑法及び道路交通法以外の刑罰法令に規定する罪を犯し検挙補導された少年）

※ 平成 17 年中の特別法犯少年 643 人中、シンナー等薬物乱用が 497 人（ 77.3 ％）を占める。
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５ その他

○ 県下で検挙補導された刑法犯少年の推移

平成１７年中の刑法犯少年は、特別法犯少年及びぐ犯少年を含めた非行少年全体

（ 9,703 人）の 92.5 ％を占めている。

※ ぐ犯少年（性格又は環境に照らし将来罪を犯し又は刑罰法令に触れる行為をするおそれのある少年）

○ 罪種別の検挙補導

・ 窃盗犯が 4,529 人で、刑法犯少年全体（ 8,979 人）の約半数

（ 50.4 ％）を占め、最も多い。
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１ 暴力団構成員及び準構成員（以下「暴力団構成員等」という。）の合計数が 10 年ぶりに減少

平成８年以降微増傾向にあったが、昨年 10 年ぶりに減少。

※ 準構成員（暴力団と関係をもちながら、その組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う

者、 又は暴力団に資金や武器を供給するなどして、その組織の維持、運営に協力若しくは関与する

者）

２ 暴力団構成員等の検挙人員は微増

３ 大規模団体が全体の約７割を支配

○ 山口組、住吉会、稲川会の３団体の暴力団構成員等は約６万 3,000 人（全暴力団構成員

等の 73.0 ％）で、そのうち暴力団構成員は約３万 3,000 人（全暴力団構成員の 76.2 ％）であ

り、主要３団体による寡占化が進んでいる。

○ 特に山口組は、全暴力団構成員等の総数の約 47.5 ％（うち構成員は、全暴力団構成員の

総数の約 50.1 ％）を占め、一極集中が顕著。

４ 山口組をめぐる様々な動向

○ 五代目から六代目への組長交代（六代目組長の収監）

○ 國悴会の山口組傘下への吸収

５ 組織実態の隠ぺい化が顕著

近年、組織実態を隠ぺいする動きを強めるとともに、企業活動を装ったり、政治活動や社会運

動を標ぼうするなど、更なる不透明化がみられる。

６ 資金獲得活動の多様化

暴力団構成員を中核とした犯罪集団によって敢行された振り込め詐欺、窃盗及び強盗などの

検挙事例がみられた。

暴力団の情勢

構成員 準構成員 合計

約４万3,300人 約４万3,000人 約８万6,300人

前年比－1,000人 前年比＋300人 前年比－700人（－0.8％）

人　　員

構成員 準構成員 合計

8,725人 20,889人 29,614人

前年比－455人 前年比＋744人 前年比＋289人（＋1.0％）

人　　員

全国の暴力団情勢（平成 17 年）
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７ 対立抗争事件の発生回数や銃器発砲事件数が昭和 51 年以降最低

１ 近年の動向

○ 指定暴力団の数が全国一（全国 21 団体のうち、福岡県は東京都と並び４団体を指定）

・ 暴力団対策法に基づいて福岡県公安委員会が指定する暴力団

① 四代目工藤會（北九州市） ③ 太州会（田川市）

② 道仁会（久留米市） ④ 二代目福博会（福岡市）

・ その他、県内には、山口組２次組織等が存在。

○ 対立抗争事件が多発

・ 平成 16 年…二代目福博会・山口組系組織（けん銃使用）

・ 平成 17 年…道仁会系組織・山口組系組織（手りゅう弾・けん銃使用）

・ 平成 18 年…道仁会の内部抗争事件（手りゅう弾・けん銃使用）

○ 四代目工藤會の凶暴化

平成１５年８月、小倉北区の暴追リーダーが経営する飲食店に手りゅう弾を投てきし、一般

市民多数を負傷させたほか、議会関係者宅や企業等に対し多数の発砲事件を敢行。

○ 中洲地区の利権を巡る争い

九州最大の歓楽街「中洲地区」における各種利権をめぐり、地元暴力団（山口組系４団体

及び福博会）と同地区への進出を画策する道仁会及び工藤會等が、水面下で縄張りを争う。

２ 暴力団構成員等（平成 17 年）

○ 構成員等の推移（最近 10 年間で 890 人（ 34.9 ％）増加）

構成員 準構成員 合計

約2,340人 約1,100人 約3,440人

前年比＋１２０人 前年比＋３０人 前年比＋150人

人　　員

福岡県の暴力団情勢
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３ 暴力団構成員等の検挙人員（平成１７年）

　　　　　　

全　国

H16 前年比 増減率 全国での比率

32 31 1 3.2% 12.4% 258
22 30 -8 -26.7% 3.2% 696
6 15 -9 -60.0% 14.3% 42
6 6 0 0.0% 5.3% 114

刑 0 0 0 0.0% 0.0% 39
100 87 13 14.9% 7.7% 1,297
259 182 77 42.3% 6.5% 3,972

法 10 6 4 66.7% 1.8% 543
150 110 40 36.4% 5.7% 2,619
147 147 0 0.0% 4.6% 3,198

犯 41 58 -17 -29.3% 2.4% 1,712
19 37 -18 -48.6% 2.2% 845
7 0 7 0.0% 43.8% 16

28 31 -3 -9.7% 4.4% 642
129 195 -66 -33.8% 4.9% 2,636
956 935 21 2.2% 5.1% 18,629

特 44 47 -3 -6.4% 10.0% 440
別 406 320 86 26.9% 6.0% 6,810
法 225 155 70 45.2% 6.0% 3,747
犯 675 522 153 29.3% 6.1% 10,997

1,631 1,457 174 11.9% 5.5% 29,626

その他の特別法犯

特別法犯合計

総          計

暴力団犯罪の罪種別検挙人員  (暴力団構成員等) 

刑法犯合計

銃刀法

覚せい剤取締法

賭博

証人威迫等

その他刑法犯

凶器準備集合

暴行

傷害

器物損壊

脅迫

恐喝

窃盗

詐欺

強盗

放火

強姦

人　員 人　員

福岡県

殺人

構成員
 全国に
占める
比率

準構成員
 全国に
占める
比率

合　　計
 全国に
占める
比率

構成員 準構成員 合　　計

Ｈ５ 2,270 4.3% 1,170 3.5% 3,430 4.0% 52,900 33,800 86,700

Ｈ６ 2,050 4.3% 1,070 3.2% 3,110 3.8% 48,000 33,000 81,000

Ｈ７ 1,940 4.2% 610 1.9% 2,550 3.2% 46,600 32,700 79,300

Ｈ８ 1,960 4.3% 690 2.0% 2,650 3.3% 46,000 33,900 79,900

Ｈ９ 1,950 4.4% 680 1.9% 2,630 3.3% 44,700 35,400 80,100

Ｈ１０ 1,980 4.6% 710 1.9% 2,690 3.3% 43,500 37,800 81,300

Ｈ１１ 2,000 4.6% 780 2.0% 2,780 3.3% 43,900 39,200 83,100

Ｈ１２ 2,090 4.8% 830 2.1% 2,910 3.5% 43,400 40,200 83,600

Ｈ１３ 2,080 4.8% 960 2.3% 3,050 3.6% 43,100 41,300 84,400

Ｈ１４ 2,110 4.8% 930 2.2% 3,030 3.6% 43,600 41,700 85,300

Ｈ１５ 2,180 4.9% 990 2.4% 3,160 3.7% 44,400 41,400 85,800

Ｈ１６ 2,220 5.0% 1,070 2.5% 3,290 3.8% 44,300 42,700 87,000

Ｈ１７ 2,340 5.4% 1,100 2.6% 3,440 4.0% 43,300 43,000 86,300

福　　岡 全　　国

暴力団構成員等の推移(概数）
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○ 検挙件数と検挙人員の推移

４ 銃器発砲事件の発生状況

Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

発生件数 162 134 215 158 139 104 69
死傷者数 52 58 69 58 67 38 22
発生件数 9 15 18 5 2 20 8
死傷者数 4 1 0 3 1 3 0

6% 11% 8% 3% 1% 19% 12%

全　     国

福  岡  県

全国に占める福岡の割合

　　　　年別
区分 H７ H８ H９ H１０ H１１ H１２ H１３ H１４ H１５ H１６ H１７

件　　　数 2,857 3,105 3,416 2,587 3,616 1,879 1,814 1,924 1,737 1,686 2,210

人　　　員 2,538 2,347 1,929 2,064 2,028 1,548 1,895 2,011 1,665 1,458 1,631

0

1000

2000

3000

4000

7 9 11 13 15 17 年

検 挙 件 数

検 挙 人 員

9

153

15

119

18

197

5

153

2

137

20

84

8

61

0

50

100

150

200

250

Ｈ１１年 Ｈ１２年 Ｈ１３年 Ｈ１４年 Ｈ１５年 Ｈ１６年 Ｈ１７年

福岡除く全国の発生件数

福岡県内の発生件数

１６２


